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国籍法 2条 3号後段に基づき無国籍者の子の日本国籍取得を認めた決定

事実の概要

　１　事案
　申立人Ｘは、かつてアフガニスタン・イスラム
共和国（以下、共和国）の国籍を有していた父母
（以下、申立人父母）の子として 2022 年に愛知県
豊橋市で出生した。2021 年 9 月にタリバンが共
和国全土を支配下に置き首長国の建国を宣言して
以降（以下、首長国）、共和国は実質的な国家とし
ての実体を欠く状態に陥った。
　そうした状況の中、申立人父母はＸの出生届提
出や在留資格申請に際して自分たちが無国籍であ
ると主張したが、出生届は申立人父母の国籍がア
フガニスタンであることを前提に受理され、Ｘの
在留カードの国籍・地域欄には「アフガニスタン」
と記載された。
　それに対しＸは、共和国が国家としての要件を
欠いているため申立人父母はいずれも無国籍であ
り、またＸ自身が日本国内で出生していること
から、国籍法 2条 3 号後段（以下、2条 3号後段）
の要件を満たすと主張し、日本国民として就籍の
許可を求めた。なお、申立人父母等は 2023 年 8
月 3日に難民認定を受けている。

　２　原審（名古屋家豊橋支審2023・11・22（公刊
　　　物未登載、LEX/DB25620947））の要旨
　2条 3 号後段は、「その者の利益を保護すべき
国家がない無国籍者の発生を防止する」目的で「例
外的に生地主義を規定」している。現在、共和国
の「情勢を正確に把握することは困難」ではある
ものの、「ある国がその領土や政府機能を損なう

事態が生じたからといって、直ちに国籍法上その
国民が国籍を喪失したものと解することはできな
い」。申立人父母は「不安定な法的地位」にあるが、
「国籍の離脱等の手続をとらない限り、継続して
共和国又は首長国の国籍を有」すると考えられる
ため、Ｘは 2条 3 号後段の「無国籍要件を満た
さない」。
　なお、「共和国による保護は期待でき」ず、申
立人父母がタリバンから迫害を受けているという
Ｘの主張は、「難民認定制度の中で考慮されるも
のと解するのが相当である」。上記の通り家裁が
申立を却下したことを受け、Ｘは即時抗告した。

決定の要旨

　原審判取消・就籍許可。
　2条 3 号後段は、「できる限り無国籍者の発生
を防止」するため、日本で生まれ、父母が「国籍
を有しない」子を対象に、日本国籍取得を認めて
いる。
　タリバンによる共和国全土の支配や暫定政府の
樹立等によって、共和国は「その領土に対する支
配を失」い、「国内にも国外にも実効的な政府が
存在しない状態に陥」り、Ｘが日本で出生した当
時も「実質的に国家としての実体」がない状態が
続いていた。一方、首長国も「正式な国家及び政
府として承認」されておらず、「他国と関係を取
り結ぶ能力を備え」ていない。また、申立人父母
にはかつての共和国の領域に「戻って暫定政府の
保護を受ける意思はない」。
　「国籍は、当該国家が存在することを当然の前
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提とするものであるから」、もともと共和国の国
籍を有していた申立人父母は、「少なくとも実質
的に国籍法 2条 3 号にいう『国籍を有しないと
き』に該当」する。「共和国及び暫定政府のいず
れからも国民としての保護を受けられない状態に
なっていた」申立人父母を「共和国又は首長国の
国籍を有するものとし、日本において出生した」
Ｘに「日本国籍の取得を認めないことは、可及的
に無国籍者の発生を防止して国家による本人の利
益の保護を図るという同号の趣旨に反すると解さ
れ」、「『児童の権利に関する条約』7条の趣旨にも
反するものと解される」。Ｘは「国籍法 2条 3号
に基づき、日本国籍を取得したものというべきで
ある」。

判例の解説

　一　本件の争点
　本件は、Ｘが 2条 3 号後段に基づき日本国籍
の生来取得を求めた事案である。国籍法 2 条 3
号は、「日本で生まれた場合において、父母がと
もに知れないとき、又は国籍を有しないとき」、
その子の生来的な日本国籍取得を認める規定であ
る。つまり、(1) 日本の国家領域内（領土・領海・
領空）１）での出生と (2) 父母が「ともに知れない
（前段）」又は無国籍（後段）であることの 2点が
日本国籍取得の要件となっている。2条 3号前段
の解釈が争点となった事例が、有名な「アンデレ
ちゃん事件」２）である。
　本件ではＸが日本で生まれた事実に争いはな
く、申立人父母が 2条 3 号後段の「国籍を有し
ない」者に該当するか否か、つまり無国籍要件を
満たすかが問題となる（無国籍要件該当性）。

　二　国籍法 2 条 3 号について
　１　国籍法 2条 3号の沿革
　国籍法は、憲法上の要請（日本国憲法 10 条）に
基づき国籍の得喪について定めている。現行国籍
法は、1899 年に制定された旧国籍法を継承した
もので、戦後も時代の変化に応じて改正され、今
日まで適用されている。その基本原則は血統主義
で、旧国籍法以来一貫して維持されてきた。
　本件の争点である 2条 3 号後段は、血統主義
の「例外」３）又は「補則」４）として設けられた。
これは生地主義に依拠した生来的な国籍取得を認

める規定で、旧国籍法から継承された５）。その趣
旨は、血統主義の貫徹に伴う無国籍者の発生をで
きる限り防止することにある６）。
　無国籍に関して、無国籍者の地位に関する
1954 年条約（以下、無国籍者地位条約）７）と無国
籍の削減に関する 1961 年条約という 2つの条約
がある。日本はどちらの条約も批准していない
が、それは無国籍削減の義務を日本が負わないこ
とを意味しない。国際法は無国籍の削減・防止を
基本原則とし、また自由権規約 24 条 3 項や児童
の権利に関する条約 7条等、日本が締結してい
る条約の中には無国籍の削減・防止を要請してい
るものもある。この基本原則や条約は、日本国憲
法 98 条 2 項を媒介として国家の裁量への制約要
素となり得る。国籍の決定は国家の専権事項であ
り、国家に広汎な裁量権が認められてはいるもの
の、それは無制限ではないのである。国際法上の
基本原則を反映した 2条 3 号後段は、国家の裁
量権に対する一種の制約とも解される。

　２　父母がともに「国籍を有しない」ことの解釈
　国際法の領域で、無国籍者とは、無国籍者地位
条約 1条における無国籍者の定義に該当する者、
すなわち「いずれの国家によってもその法の運用
において、国民とみなされない者」のうち、国際
機関等から公的援助を受けている者や戦争犯罪人
等を除く者をいう（法律上の無国籍者）。また、法
律上の無国籍者には該当しないものの、「国籍国
を立ち去った者で、もはや国籍国の保護や援助を
受けていないか、または拒否された者」を事実上
の無国籍者という８）。
　一方日本では、「国籍を有しない」ことと無国
籍とは同義だと理解されているが９）、「無国籍」
を明確に定義する明文規定は存在しない。そこで
学説や行政は、「国籍を有しない＝無国籍＋国籍
不明者」というおおよその解釈をしてきた。無国
籍者とは、その者の「関係国（父母の国、生地国、
住所地国、配偶者の国）の国籍法に照らしたうえ、
そのいずれの国籍をも取得していない」10）者を意
味し、国籍不明者とは「十分な調査をしたにもか
かわらず、その国籍が判明しない者のこと」11）を
指すとされている。明確な解釈の不在に加え、そ
の該当性の判断要素や判断基準には学説や行政実
務間で「ずれ」があり、行政機関ごとの判断結果
に差異が生じている 12）。
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　三　本件における無国籍要件該当性の判断手法
　父母の無国籍要件該当性という本件の核心的部
分について、高裁と家裁とで判断が分かれた。

　１　高裁の判断手法
　高裁は、共和国の国家資格喪失と首長国の国家
資格欠落を根拠に、申立人父母が実質的に「国籍
を有しないとき」に該当すると判断した。
　高裁は、1933 年のモンテビデオ条約 1条に示
された国家資格の 4要件のうち、共和国について
「明確な領域」と「政府」という 2つの要件を欠
いているため「実質的に国家としての実体を」喪
失していたと判断し、首長国についても「他国と
関係を取り結ぶ能力」という要件に欠けるため国
家とは認められないとした。
　ここでは、国籍の「当然の前提」である国家に、
国家としての実質が伴っているか否かが無国籍要
件該当性を審査する基準となっている。「国家の
実体がない→国民は国民として保護されない→国
籍喪失」という図式である。国家資格要件の喪失
ないし欠落が、申立人父母の国籍喪失の直接的要
因とされたとも理解できる。

　２　家裁の判断手法
　家裁は、国家としての実体の喪失（国内の政情
不安や政府の機能不全等）が国籍の喪失や無国籍者
の発生に直結するわけではないという見解に立っ
ている。その上で、アフガニスタンの国内情勢や
立法によって法的地位を左右される不安定な立場
に申立人父母がいることや正確な国内情勢の把握
の困難さを認めつつも、彼らが国籍離脱等何らか
の法的「手続をとらない限り、継続して共和国又
は首長国の国籍を有」するとして、申立人父母の
無国籍要件該当性を否定した。

　３　高裁と家裁とにおける判断手法の検討
　同じ判断要素（国家資格要件）を基に、高裁と
家裁とは申立人父母の無国籍要件該当性をめぐり
真逆の結論に至った。この差異は、無国籍要件該
当性の判断における司法の裁量権の拡張範囲に対
する両裁判所の見解の違いに起因する。つまり、
「国籍を有しない」という文言の射程をどこまで
拡張できるかという点で、高裁と家裁は異なる見
解を示したのである。
　この点、高裁は 2条 3 号後段の趣旨を前面に

押し出し、この規定の該当者への法的救済（＝日
本国籍取得）の道をできる限り広く解釈している。
国籍は、その国家の「構成員としての資格」であ
ると同時に「基本的人権の保障、公的資格の付与、
公的給付等を受ける上で意味を持つ重要な法的地
位」13）である。特に本件のように子女が対象とな
る場合には「教育や社会保障の側面において」「権
利を享受できるか否かという点で」国籍の有無は
重要である 14）。就籍を認められない場合、Ｘに
は難民認定の道が残されてはいるものの、共和国
からの保護や日本以外の国家による国籍付与の可
能性は低い。それゆえにＸは 2条 3 号後段に基
づく日本国籍取得という救済を求めるのであり、
こうした法的救済を求める者に対し「立法府の合
理的意思をも忖度しつつ、法解釈の方法として一
般的にはその可能性を否定されていない現行法規
の拡張解釈という手法によって」対応することは
司法の責務である 15）。
　高裁は、国家資格要件の喪失及び欠落を根拠に
申立人父母の無国籍要件該当性を認めた。それに
よってＸは無国籍を回避し、国籍を取得し得るの
であるから、高裁の判断は結果的にＸの法的救済
に資するものになっている。しかし、無国籍要件
該当性の判断要素を国家資格要件のみに求めた
り、アフガニスタンの現状について具体的な検討
を欠いたりする等、Ｘの法的救済を優先するあま
りその判断がやや緻密さに欠けた拙速なものとな
り、結果的に「国籍を有しない」ことの解釈が若
干広範になりすぎた感は否めない。
　逆に家裁は、国籍の決定はあくまでも立法裁量
に属する事がらであるとして、無国籍要件該当性
判断に際しての司法の裁量権拡張に対し、慎重な
姿勢が見受けられる。この姿勢は、当該国家が国
家資格要件を満たさないというだけでは無国籍者
と認定できないという家裁の判断にも表れてい
る。つまり、他に何らかの判断要素が無国籍要件
該当性の充足に必要なのである。立法等による解
決や国籍離脱の法的手続に触れているのは、この
点を示唆しているといえよう。
　なお、国家からの保護の有無や首長国からの迫
害は難民認定制度の枠内で考慮されるべき事がら
であり、無国籍要件該当性の判断には影響しない
として無国籍と難民とを切り離した家裁の見解
は、無国籍に関する具体的な法制度を持たない現
在の日本において、法的安定性に資するものであ
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る。申立人父母等が難民認定されていることから、
Ｘも難民認定される蓋然性は高い。しかし、この
家裁の姿勢は、無国籍者発生のできる限りの防止
という 2条 3 号後段の趣旨を大きく後退させる
ものでもある。個別具体的な事案に応じた柔軟な
対応が求められよう。この点、難民性の中に無国
籍性を取り込むという手法で無国籍者の法的救済
を行った 2020 年の難民不認定処分取消等請求控
訴事件 16）が参考になる。

　四　2 条 3 号後段と日本国民
　従来の憲法学は、国籍を基準にした国民と外国
人という分類を前提に、主に「外国人」の権利保
障を論じてきた。
　しかし国際化の進展に伴い、日本で従来看過さ
れてきた国籍をめぐる問題が社会問題として意識
され始めた。2008 年の国籍法違憲判決や国籍法
11 条 1 項の違憲性を争う国籍はく奪条項違憲訴
訟 17）は、その代表的な例である。無国籍問題へ
の関心も、無国籍者地位条約採択 60 周年だった
2014 年以降、日本を含め国際社会で高まってい
る。
　2条 3号後段をめぐる初の事例となった本件で
は、Ｘの法的救済が最終的に実現されることと
なった。高裁の就籍許可決定は確定し、Ｘの就籍
も完了している。高裁の決定は、2条 3号後段の
趣旨に沿うものだったといえるだろう。しかし同
時に、高裁・家裁による判断過程は、2条 3号後
段の問題点を浮き彫りにした。すなわち「国籍を
有しない」ことの解釈の不統一性・不明確性や、
無国籍要件該当性の判断要素・判断基準に対する
司法の裁量権の射程の範囲など、解釈・適用の問
題である。この問題をどう克服するか、個別の事
案に即した丁寧な審査と立法趣旨とのバランスに
留意しつつ、今後模索していく必要がある。
　無国籍の特徴は、その個人の存在と権利とを保
障する国家を持たないという絶対的な無権利性
と、国家の存在を前提とする国籍法制の中への位
置づけの困難さにある 18）。その一方で無国籍削
減・防止という国際法上・憲法上の要請が存在し、
その応答として 2条 3 号後段が存在する。そこ
では日本国民との血縁関係の有無も出生地国との
地縁関係の程度も問題にならない。無国籍の父母
といういわば憲法の枠外の存在と日本での出生と
いう事実を根拠に、その子は、血統主義に基づく

生来的な日本国籍保有者と同等の法的地位を取得
する。この 2条 3号の特殊性は、「日本国民とは
誰か」という国家の本質的要素の問題につながる。
この条文の今後の具体的な解釈・運用は、日本社
会の将来にとって重要な課題の 1つであるとい
えよう。
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